
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法 日本ウク イ ナ友好協 KRAIANY

1 事業の成果

令和4年度は、前期に引き続きコロナの影響により事業活動を縮小し、子供教育支援事業及び在日ウ

クライナ人の生活相談・支援事業、世界平和支援事業を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【70,641】 千円)

定:款 に記載
された
事業墨_

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

在日ウクライ
ナ人の生活相
談・支援事業

日本で生活するウクライ
ナ人の相談、支援、協力

をした
随 時

法人事務
所他

5人 在 日ウク
ライナ人

数百人 2,728

世界平和支援
事業

平和活動を行っている行
事に参加 し、ウクライナ
の平和について活動を行
った、ウクライナヘの食
糧品、衣料品、医薬品の

提供を行った

4月 ～ 3

月の週末
首都圏 20人

平和活動

に関心が

ある一般

市民及び

ウクライ

ナ人

5,000人 66,148

子供教育支援
事業

港区、みなと
において、在
ナ人の子供達
教育をした

パーク芝浦
日ウクライ
ヘ母国語の

毎月 2

回、 日曜

日

港区みな

とパーク

芝浦

5人

首都圏在

住ウクラ

イナ人の

子供達

100人 1,674

国際文化芸術
交流事業

ウクライナ
て、ウクラ
音楽、料理
た

DAYに おい
イナの文化、
等の紹介をし

10月 港 区 30人

港区近隣

に住む住

民

500人 91



(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   0】 千円)

定款
さ
事

に記載
れた
業名

事業内容 日口寺 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

寄付された物

品の販売事業

実施 しなかった

ホームページ

ヘの広告掲載

事業

実施 しなかった



書式第 14号 (法第 28条関係 )

令和4年度 活動計算書 (その他事業が墨」金場合)

特定非営利

事 業 報 告 用

人 日本ウタラィナ女,I協 会KMl想 γ

特定非営利活動に係る事 業
合計

その他事彙

ロ小計・合針金  ロ
‖ 目

190,000

190,000
100』Ю

77.817,70977.317.700

77,817,709

2,772.6772.772.677

1.627,075
1,145,602

2.821,554・2.321.5541

492.364
2,329,190

正会員受取会費
1

|′  受取寄附全

受取助成金
受取補助金

子供教育支援事業収益
国際文化芸術交流事業収益

世界平和支援事業収益

当型」聖

2,464.356.

1,369,703
1,094,620

1

給料手当
謝礼金

,177,137

62,

120,00(|

929,9791

1,015,793
81,516

6o,800,678
1,700

1.167.343
175,778
216.360

3.667.990

63.1,7.137

印刷製本費
通信運搬費
消耗品費
施設使用料
支援事業物資購入費
糧税公課
減価償却費
支払手数料
交流事業■
人道的支援費

の

616,380

22.9361

200,2791

23,174
113.976
04.0(Ю

l18.205
5,250
98,560

0:6.3001
2

会議費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
修経費
接待交際費
租税公課
支払手数料

「

~~  616.38Q

61旦`_3型

ロ ロ
_型塁塁担理

12.“4.■67

過年度損益修正益

災害損失

12.3“ .06i
70.000

205,655

12.479,722
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

日本ウクライナ友好協会
KRAlANY

特定非営利活動法人

:1,

11,253,960

2,187,450

の3

2

A

13.441.410
【A】 資 産 合 計 ①+②

733,134
158,554
70,000

未払金

預 り金
未払法人税等

688

205 655
2 7274 0

正

B―

13.441.41
負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】

【B】

■|||■||||口団■F訂:11■■■

現金預金



―ト
エヽ 16号 (法 28 係 )

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日

よっています。

(1)固 定資産の減価償却の方法

什器備品の減価償却は定率法によつています。

)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事 業別損益の状況

令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人
日本 ウクライナ友好協会

KRAIANY

2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に

円

合計管理部門事業部門計国際文化芸術交
流事業援事

子供平和
事業

在日ウクライナ人の

生活相螢・支援事業
科 目

190,000

77,817,709

2,772,677

2,821,554
0

190,000

77,817,709

2,772,677

2,821,554
0

2,329,190492,364

190,000

6,940,97070,876,739

2,772,677

83,601 94083 601 9402,329 1907 623 334772 6772

0

1,369 733
0

1 369 733640 500729 233
369 73311 369 733640,500729 233

1,094,623

120,000

22,936

618,468

534,964

1,129,769

34,000

118,205

81,516

1,167,343
6,950

274,338

60,800,678

216,360

3,667,990

69 888 140

22,936

200,279

23,174

113,976

34,000

118,205

616 380

5,250

98,560

1,094,6231

120,00:|

418,189

511,790

1,015,793
0

0

81,516

1,167,343
1,700

175,778

60,800,678

216,360

3,667,990
69 271 76091 069

25,485

65,584

120,000

241,884

11,480

594,000

66,400

1 033 764

500,310

1,167,343

3,667,990

11,778

60,800,678

66,148 099

1,094,623

150,820

356,209

15,116

1,700

164,000

216,360

998 828
257,87371616 38070 641,4930699166,148 0992 728,061
344,06712-616,1380447960121212382949 0705

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)そ の他経費

謝礼金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

修繕費

接待交際費

施設使用料

減価償却費

租税公課

支払手数料

支援物資購入費

交流事業費

人道的支援費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■国彊型
■■□亜國■□函覆回

■□図蒟国



（
● 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。
単 円 )

4.固 定資産の増減内訳
:円 )

5 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の核分方法

事業費と管理費に共通する経費はありません。

その他の事業に係る資産の状況

特になし

備考期末残高当期減少額期首残高 当期増加額内容

1,557,0751,557,075

旺コ D□]

動計算書に計上した額1,557,075円 との

差額712,925円 は未払金として貸借対照

表に計上しています。

の は2,270,000 の

1,557,075ロ

在日ウクライナ人の生活相
談・支援事業助成金

合計 ■■轟甕□

期末帳簿価額減価償却累計額減少 期末取得価額取得期首取得価額科 目

2,187,4501,167,3433,354,7壁ｎ

〉3,354,793ｎ

）

1,167,3433,354,793【
じ3,354,793Ｆ

】

有形固定資産

什器備品

合計
187 450



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 財産目録

事 業 報 告 用

日本ククラィナと
'I日会KRA]ANY

特定非 利活動議人

現金預金
手元現金
三菱UFJ銀 行 普通預金

11,253,960

1,061,214
10,192,746

2
1

2.187,450
什器備品

音響機器
パソコン機器

1,196.597
990,853

|

13.441,410
【A】 資 産 合 計 ①+②

733.134

158,554

158,554

70,000

70,000
|

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

未払法人税

都民税

12.479.722

961.

712.925
20.209

未払金
日本財団
手数料

預り金
源泉所得税

【B-2】 正 味 財 産 合 針 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第28条関係)

口
Ｈ

千
■令 4 年度年間役員名簿 J擢軍驚εぢF棚離騒!郷誦都鷺器冒よふ

所エ

盤」塑贈 利題 歴 人
日本ウクライナ友好協会 KRAIANY

1 確認事項 (法第 20条 及び第 21条 を確認の上、チェックを入れて くだ さい。)

●以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

●各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)

氏   名

1

′
´

｀
、
、

電ォ・監事
コヴァリョヴァナタリヤ 令和4年 4月 1 日

令和5年 3月31 日

年 月

月

日

日年
КOヽ

′AL Oヽ ′ハ AヽTA[」 IA

2 単熟艦事
リセンコ ナタリア 令和4年 4月 1 日

令和 5年 3月 31 日

年 月

月

日

日年
Lヽ
′SENKO NATALIIA

3 澤幸・監事
コヴァリョヴ ディミトロ 令和4年 4月 1日

+fE5+ 3 E31 E

年 月

月

日

日年
KOVALOV DMヽTR0

4 喪デ・監事
ビスクノーワオクサーナ 令和4年 4月 1日

令和5年 3 月31 日

年 月

月

日

日年
PISKじNoVA OKSANA

5 ゃ→・監事
ィェプトゥシュクイーゴル 令和4年 4月 1 日

日令 和 5年 3 月31

年   月 日

日年 月
IEヽ′TtlSHUK ICOR

6 栗許鑑事
ヴェレスクンヴィクトリヤ 令和4年 4月 1 日

令和5年 3八31 日

年

年

月

月

日

日
Vi:REsKしヽVlKTORIVA

7 運諄・監事
ヴィルリッチユリア 令 和 4年 4月 1日

令和5年 3月31 日

年 月

月

日

日年
VlRLYclI Yじ LIYヘ

8 理事・0
クレストゥノーフオルガ

КHLESTtlNOVA()LCA

令 和4年 4月 1日

etus+ 3.H31 E

年 月

月

日

日年

9 理事・監事

年 月

月

曰

日年

年

年

月

月

日

曰

10 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年 月

月

日

日年

事 業 報 告 用



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人日本ウクライナ友好協会 KMIⅢ Y

氏   名

KOVAL OVA NATALIIA

2 LYSENKO  NATALIIA

＾
０ KOVALOV DMYTR0

4 PISKllNOVA OKSANA

´
０ IEVTUSHUK IGOR

6 VERESKUN VIKTORIYA

7 VIRLYCH YULIYA

8 ZHUROVA NATALIIA

9 平 山 勝 太 郎

10 KHLESTUNOVA OLGA

11

12


